
　

議案 第　２９　号

令 和 ４ 年 度 香 南 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算





　　本年度予算の収益的収入及び支出の予定額は、収入６８９，３６０千円、支出６８９，３６０千円です。また、資本的収入及び支出の予定額は、

収入４５２，５５０千円、支出４７５，６２９千円を計上しました。

　　資本的支出の主なものとしては、野市処理区汚水管渠布設工事４０，０００千円、夜須処理区住吉漁集排統合管渠布設工事等４９，０００千円、

みどり野汚水中継ポンプ場建設工事４０，０００千円、野市浄化センター実施設計委託１９，１００千円を予定しております。

令和４年度　香南市公共下水道事業会計予算提案説明書
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（総則）

第 １ 条 令和4年度香南市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 ２ 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　　水洗化戸数 2,879 戸

（２） 　　水洗化人口 6,479 人

（３） 　　主な建設改良事業

　　①管渠建設改良事業

　　　　　管渠建設改良費 116,000 千円

　　②ポンプ場建設改良事業

　　　　　ﾎﾟﾝﾌﾟ場建設改良費 40,000 千円

　　③処理場建設改良事業

　　　　　処理場建設改良費 45,629 千円

（収益的収入及び支出）

第 ３ 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入

第１款 下水道事業収益 689,360 千円

第１項 　　営 業 収 益 107,336 千円

第２項 　　営業外収益 582,024 千円

支　　　　　　出

第１款 下水道事業費 689,360 千円

第１項 　　営 業 費 用 631,560 千円

第２項 　　営業外費用 52,300 千円

第３項 　　特 別 損 失 500 千円

第４項 　　予　 備 　費 5,000 千円

令和４年度　香南市公共下水道事業会計予算書
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（資本的収入及び支出）

第 ４ 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２３，０７９千円は消費税及び地方消費税資本的収支調整額及び当年度

損益勘定留保資金で補填するものとする。）

収　　　　　　入

第１款 資本的収入 452,550 千円

第１項 　　企業債 98,900 千円

第３項 　　補助金 343,050 千円

第４項 　　分担金及び負担金 10,600 千円

支　　　　　　出

第１款 資本的支出 475,629 千円

第１項 　　建設改良費 201,629 千円

第２項 　　企業債償還金 274,000 千円

（企業債）

第 ５ 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 証書借入公共下水道事業

償 還 の 方 法限 度 額 起 債 の 方 法 利 率

借入先の融資条件による。
　 ただし、財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮も
しくは繰り上げ償還、又は低利
に借り換えることができる。

起 債 の 目 的

98,900千円 5.0％以内

（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について利率
の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率)

借入時期は、令和4年度中と
する。
 　ただし、工事の進捗状況等
により起債額の全部又は一部
を翌年度に繰り延べて借り入
れることができる。



（一時借入金）

第 ６ 条 一時借入金の限度額は、　300,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 ７ 条 予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりと定める。

（１） 各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ８ 条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し又は それ以外の経費を その経費の

 金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職員給与費 36,169 千円

（一般会計からの補助金）

第 ９ 条 下水道事業の運営に充当するため一般会計からこの会計へ補助金を受ける金額は、５９８，８４７千円である。

提出

香南市長　　濱　田　　豪　太

令和　４年　２月２４日
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（収　　入） （　単位：千円　）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額

１ 下水道事業収益 689,360 697,502 △ 8,142

１ 営業収益 107,336 103,016 4,320

１ 下水道使用料 106,917 102,674 4,243 下水道使用料 106,917 下水道使用料 106,917

２ 受託工事収益 75 81 △ 6 受託工事収益 75 検査手数料 75

３ その他の営業 344 261 83 手数料 344 指定排水設備工事店登録手数料 270

　 収益　 配水設備工事責任技術者登録手数料 74

２ 営業外収益 582,024 594,486 △ 12,462

１ 受取利息及び 0 1 △ 1 預金利息 0 預金利息 0

　 配当金

２ 他会計補助金 324,847 326,212 △ 1,365 他会計補助金 324,847 一般会計補助金 324,847

３ 長期前受金戻 257,175 268,271 △ 11,096 長期前受金戻入 257,175 長期前受金戻入 257,175

　 入

４ 雑収益 2 2 0 雑収益 2 雑収益 2

比　　　較

収益的収入及び支出事項別明細書

款 目
節

項 説　　　明



（支　　出） （　単位：千円　）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額

１ 下水道事業費 689,360 697,249 △ 7,889

１ 営業費用 631,560 631,651 △ 91

１ 管渠費 30,151 31,840 △ 1,689 備消品費 400 備消品費 400

通信運搬費 480 マンホールポンプ電話料 480

委託料 6,575 管渠施設管理委託料等 6,575

手数料 1,056 マンホールポンプ清掃 1,056

賃借料 300 土地借上料 300

修繕費 18,000 マンホール修繕等 18,000

動力費 3,240 マンホールポンプ電気料 3,240

材料費 100 路面復旧材料費 100

5,128 7,284 △ 2,156 備消品費 500 備消品費 500

燃料費 34 燃料代 34

光熱水費 12 水道料金 12

通信運搬費 48 電話料 48

委託料 510 管理・清掃委託料 510

修繕費 2,500 修繕費 2,500

動力費 1,524 電気料 1,524

３ 処理場費 214,606 203,633 10,973 備消品費 1,300 備消品費 1,300

燃料費 155 自家発電機燃料代 155

光熱水費 98 水道料金 98

通信運搬費 384 緊急通報用電話料 384

委託料 122,691 施設管理・清掃委託料等 122,691

手数料 22,528 汚泥処分・水質検査手数料等 22,528

修繕費 34,848 修繕費 34,848

動力費 29,232 電気料 29,232

薬品費 3,260 薬品費 3,260

保険料 110 建物共済保険 110

５ 業務費 2,807 2,287 520 印刷製本費 359 納付書等 359

通信運搬費 564 後納郵便料 564

委託料 1,261 水道検針委託料 1,261

手数料 576 口座振替手数料 576

保険料 47 下水道賠償責任保険料 47

説　　　明項款 目
節

２ ポンプ場費

比　　　較
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本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額
説　　　明項款 目

節
比　　　較

６ 総係費 23,760 22,233 1,527 給料 7,895 職員給料 7,895

手当等 3,943 職員手当等 3,943

賞与引当金繰入額 1,263 6月賞与及び共済組合負担金分 1,263

報酬 50 下水道審議会委員報酬 50

法定福利費 4,039 共済組合負担金等 4,039

旅費 174 旅　費 174

報償費 655 加入促進奨励金等 655

備消品費 790 事務用品費等 790

燃料費 202 公用車燃料費等 202

委託料 3,177 保守委託料等 3,177

手数料 107 公用車点検手数料等 107

賃借料 967 土地借上料・ｼｽﾃﾑ等利用料 967

修繕費 124 公用車修繕等 124

負担金 274 下水道協会負担金等 276

補助金 100 利子補給 100

７ 減価償却費 337,108 346,374 △ 9,266 建　物 30,698 建　物 30,698

構築物 198,612 構築物 198,612

機械及び装置 106,754 機械及び装置 106,754

工具・器具及び備品 134 工具・器具及び備品 134

無形固定資産 910 無形固定資産 910

８ 資産減耗費 18,000 18,000 0 資産減耗費 18,000 資産減耗費 18,000

２ 営業外費用 52,300 56,880 △ 4,580

１ 支払利息 44,300 47,880 △ 3,580 企業債利息 44,300 企業債償還利息 44,300

２ 消費税及び 8,000 9,000 △ 1,000 消費税及び 8,000 消費税及び 8,000

　 地方消費税 地方消費税 地方消費税

３ 特別損失 500 3,718 △ 3,218

４ 過年度修正損 300 303 △ 3 過年度損益修正損 300 漏水減額償還金等 300

５ その他特別損失 200 3,415 △ 3,215 その他特別損失 200 貸倒引当金 200

４ 予備費 5,000 5,000 0

１ 予備費 5,000 5,000 0 予備費 5,000 予備費 5,000



（収　　入） （　単位：千円　）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　分 金　　額

１ 資本的収入 452,550 567,950 △ 115,400

１ 企業債 98,900 151,900 △ 53,000

１ 下水道事業債 98,900 151,900 △ 53,000 下水道事業債 98,900 下水道事業債借入金 98,900

３ 補助金 343,050 412,750 △ 69,700

１ 国庫補助金 69,050 137,250 △ 68,200 国庫補助金 69,050 社会資本整備総合交付金 69,050

　　

3 他会計補助金 274,000 275,500 △ 1,500 他会計補助金 274,000 一般会計補助金 274,000

４ 分担金及び負担金 10,600 3,300 7,300

1 工事負担金 7,500 0 7,500 工事負担金 7,500 工事負担金 7,500

2 受益者分担金 3,100 3,300 △ 200 受益者分担金 3,100 下水道受益者分担金 3,100

款 目

資本的収入及び支出事項別明細書

節
項 比　　　較 説　　　明
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（支　　出） （　単位：千円　）

本年度 前年度 比　　　較

予定額 予定額 増 区　　分 金　　額

１ 資本的支出 475,629 623,914 △ 148,285

１ 建設改良費 201,629 348,414 △ 146,785

１ 管渠建設改良費 116,000 164,200 △ 48,200 委託料 19,000 設計委託料 19,000

工事請負費 94,000 汚水管渠工事費 94,000

補償費 3,000 水道管移設補償費 3,000

2 ポンプ場建設改良費 40,000 0 40,000 工事請負費 40,000 中継ポンプ場建設工事 40,000

3 処理場建設改良費 45,629 184,214 △ 138,585 給料 9,124 職員給料 9,124

手当等 4,923 職員手当等 4,923

法定福利費 4,982 共済組合負担金等 4,982

委託料 26,600 設計委託料 26,600

２ 企業債償還金 274,000 275,500 △ 1,500

１ 建設企業債 274,000 275,500 △ 1,500 建設企業債 274,000 企業債償還金 274,000

   元金償還金 元金償還金

節
項款 目 説　　　明



（単位：千円）

（ １ ） 当年度純利益（△は純損失） 26,764

（ ２ ） 減価償却費 337,108

（ ３ ） 賞与引当金の増減額（△は減少） △ 2

（ ４ ） 固定資産除却費 18,000

（ ５ ） 長期前受金戻入額 △ 257,175

（ 6 ） 支払利息 44,300

（ 7 ） 未収金の増減額（△は増加） △ 22,781

（ 8 ） 未払金の増減額（△は減少） △ 27,017

小計 119,197

（ 9 ） 利息の支払額 △ 44,300

業務活動によるキャッシュ・フロー 74,897

（ １ ） 有形固定資産の取得による支出 △ 185,305

（ ２ ） 補助金による収入 336,773

（ ３ ） 分担金による収入 10,600

投資活動によるキャッシュ・フロー 162,068

（ １ ） 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 98,900

（ ２ ） 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 274,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 175,100

資金に係る換算差額

資金増加（減少）額 61,865

資金期首残高 238,761

資金期末残高 300,626

令和４年度　香南市公共下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和4年４月１日から令和5年３月３１日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
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総括 （単位：千円）

（単位：千円）

180 556比　較 0 280 △ 67 223 △ 240

0 9,402

72 336 0

区　　　分 管理職 超過勤務 期　末

180 9,958

前年度 491 1,450 3,889 2,804
手当等

 の
内訳

本年度 491 1,730 3,822

156 0

540 48

24

勤　勉 扶　養 通　勤 住　居

180 0

0 0 899 556 1,455 330 1,785

3,027 300

特殊勤務 児童手当 合　計

△ 428 △ 402 △ 283

損益勘定支弁職員 0 0 0 873 984 1,857 613 2,470

△ 685

合　　計 0

前
年
度

資本勘定支弁職員 0 2 0 9,098 5,351 14,449 5,265 19,714

合　　計 1 3 0

比

較
資本勘定支弁職員 0 0 0 26

26,977 36,171

損益勘定支弁職員 1 1 0 7,022 4,051 11,073 3,599 14,672

8,864 34,386

損益勘定支弁職員 1 1 0 7,895 5,035

給　　　与　　　明　　　細　　　書

区分
職　員　数 給　　　与　　　費 法　 定

福利費
合　計

本
年
度

資本勘定支弁職員 4,982 19,029

合　　計 1 3 0 17,019 9,958

特別職（人） 一般職（人） 報　酬 給　料 手　当　等 計

12,930 4,212 17,142

0 2 0

9,194

9,124 4,923 14,047

16,120 9,402 25,522



職員一人当たりの給与

等級別職員数 （単位：人）

計 4 4

２級

１級 1

４級 1 1

３級 1

６級 1 1

５級 1 1

（歳） 46

一 般 行 政 職

級 本 年 度 前 年 度

前 年 度

（円） 335,833

（円） 392,271

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

区 分 一 般 行 政 職

本 年 度

（円） 354,563

（円） 415,583

（歳） 49

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢
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（単位：千円）

1

(1) 下 水 道 使 用 料 97,199

(2) 受 託 工 事 収 益 69

(3) そ の 他 営 業 収 益 344 97,612

2

(1) 管 渠 費 27,445

(2) ポ ン プ 場 費 4,664

(3) 処 理 場 費 195,120

(4) 受 託 工 事 費 0

(5) 業 務 費 2,560

(6) 総 係 費 23,202

(7) 減 価 償 却 費 337,108

(8) 資 産 減 耗 費 18,000

(9) そ の 他 営 業 費 用 0 608,099

営 業 損 失 510,487

3

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 0

(2) 他 会 計 補 助 金 324,847

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 257,175

(4) 雑 収 益 2 582,024

4

(1) 支 払 利 息 44,300  

(2) 雑 支 出 0 44,300 537,724

経 常 利 益 27,237

5

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(3) そ の 他 の 特 別 利 益 0 0

6

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 273

(3) そ の 他 の 特 別 損 失 200 473 △ 473

当 年 度 純 利 益 26,764
前 年 度 繰 越 欠 損 額 21,373
その他末処分利益剰余金変
動額 0

当年度未処分利益剰余金 5,391

令和４年度  　香南市公共下水道事業損益計算書　

営 業 収 益

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

令和４年度 (
自　令和　４年　４月　１日

） 予定額 備 考
至　令和　５年　３月３１日
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（単位：千円）

1

(1) 下 水 道 使 用 料 95,302

(2) 受 託 工 事 収 益 88

(3) そ の 他 営 業 収 益 70 95,460

2

(1) 管 渠 費 19,854

(2) ポ ン プ 場 費 6,309

(3) 処 理 場 費 156,623

(4) 受 託 工 事 費 0

(5) 業 務 費 2,340

(6) 総 係 費 22,229

(7) 減 価 償 却 費 346,238

(8) 資 産 減 耗 費 1,182

(9) そ の 他 営 業 費 用 0 554,775

営 業 損 失 459,315

3

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 0

(2) 他 会 計 負 担 金 0

(3) 他 会 計 補 助 金 316,628

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 234,847

(5) 雑 収 益 4 551,479

4

(1) 支 払 利 息 47,851  

(2) 雑 支 出 0 47,851 503,628

経 常 利 益 44,313

5

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(3) そ の 他 の 特 別 利 益 0 0

6

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 54

(3) そ の 他 の 特 別 損 失 0 54 △ 54

当 年 度 純 利 益 44,259

前 年 度 繰 越 欠 損 金 65,632
その他未処分利益剰余金変
動額 0

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 21,373

令和３年度  　香南市公共下水道事業損益計算書　

令和3年度 (
自　令和３年４月　１日

） 予定額 備 考
至　令和４年３月３１日

営 業 収 益

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
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単位：千円(消費税抜き)

1 固　定　資　産

(1)
ア 514,254 514,254

イ 964,022 964,022

△ 53,875 910,147 △ 84,573 879,449

ウ 6,329,030 6,820,668

△ 393,882 5,935,148 △ 592,495 6,228,173

エ 957,265 939,265

△ 249,083 708,182 △ 355,837 583,428

オ 0 0

0 0 0 0

カ 740 740

△ 266 474 △ 400 340

キ 0 0

0 0 0 0

ク 491,294 184,961

8,559,499 8,390,605

(2)

ア 0 0

イ 0 0

ウ 0 0

エ 0 0

オ 0 0

カ 3,636 2,726

キ 0 0

3,636 2,726

8,563,135 8,393,331

2 流　動　資　産

(1) 238,761 300,626

(2) 23,140 45,921

△ 200 22,940 △ 200 45,721

(3) 0 0

(4) 0 0

261,701 346,347

8,824,836 8,739,678

3

(1) 企　業　債 2,661,807 2,489,701

2,661,807 2,489,701

4 流　動　負　債

(1) 0 0

(2) 274,000 271,006

(3) 0 0

(4) 96,422 69,404

(5) 0 0

(6) 0 0

(7) 1,265 1,263

(8) 0 0

371,687 341,673

5

(1)
ア 317,349 317,349

イ 0 0

ウ 3,115,383 3,178,155

エ 38,393 38,394

オ 534,136 808,136

カ 0 0

キ 122,897 125,997

ク 911 8,411

ケ 0 0

4,129,069 4,476,442

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

借 地 権

地 上 権

特 許 権

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

香 南 市 公 共 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表　

科 目 令和３年度末予定額 令和４年度末予定額

( 資 産 の 部 )

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 流動 負債

未 収 金

未収金貸倒引当金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

( 負 債 の 部 )

固　定　負　債

建設改良費等の財源に充てる
企業債

固 定 負 債 合 計

賞 与 等 引 当 金

一 時 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

企 業 債

他 会 計 借 入 金

前 受 金

県 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

その他長期前受金

長期前受金合計

流 動 負 債 合 計

繰　延　収　益

長期前受金

受 贈 財 産評 価額

寄 付 金

工 事 負 担 金

受 益 者 分 担 金

国 庫 補 助 金
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単位：千円(消費税抜き)

科 目 令和３年度末予定額 令和４年度末予定額

(2)長期前受金収益化累計額

ア 47,133 70,699

イ 0 0

ウ 258,534 379,308

エ 2,018 3,026

オ 157,344 264,412

カ 0 0

キ 7,819 11,669

ク 0 0

ケ 0 909

△ 472,848 △ 730,023

3,656,221 3,746,419
6,689,715 6,577,793

6 資　　　本　　　金

(1) 資　本　金

ア 1,890,872 1,890,872
イ 0 0
ウ 0 1,890,872 0 1,890,872

1,890,872 1,890,872

7 剰　　　余　　　金

(1) 資本剰余金

ア 65,473 65,473

イ 0 0

ウ 194,455 194,455

エ 5,694 5,694

オ 0 0

カ 0 0

キ 0 0

ク 0 0

ケ 0

265,622 265,622 265,622 265,622

(2)

ア 0 0

イ 0 5,391

ウ 21,373 21,373 0 5,391

△ 21,373 5,391

244,249 271,013

2,135,121 2,161,885

8,824,836 8,739,678

他 会 計 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

繰 入 資 本 金

寄 付 金

県 補 助 金

他 会 計 負 担 金

( 資 本 の 部 )

固 有 資 本 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工事負担金収益化累計額

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

受 益 者 分 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

減 債 積 立 金

工 事 負 担 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

その他長期前受金収益化累計額

長期前受金収益化累計額合計

国庫補助金収益化累計額

県補助金収益化累計額

他会計補助額収益化累計額

他会計負担金収益化累計額

受益者分担金収益化累計額

受贈財産評価額収益化累計額

寄 付 金 収 益 化 累 計 額
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注　記　事　項

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１　固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　・減価償却の方法・・・定額法
　　　　　・主な耐用年数
　　　　　　　建　物　　　　　　　　　８～５０年
　　　　　　　構築物　　　　　　　　１０～５０年
　　　　　　　機械及び装置　　　　　　６～３５年
　　　　　　　工具、器具及び備品　　　５～１５年

　２　引当金の計上基準
　　（１）退職給付引当金
　　　　　　職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取り扱いに関する協定書」に
　　　　　基づき、一般会計を経由して高知県市町村総合事務組合へ負担している通常
　　　　　の負担金を除き、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退
　　　　　職給付引当金は計上していない。

　　（２）賞与等引当金
　　　　　　職員の期末勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費の支払に備える
　　　　　ため、当年度末における支給又は支払見込額に基づき、当年度の負担に属す
　　　　　る額を計上している。

　　（３）貸倒引当金
　　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額
　　　　　を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ. 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記
　１　重要な非資金取引
　　　  該当なし。

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する注記
　１　企業債の償還に係る他会計の負担　　
　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して
　　　１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

2,760,707 千円 44,300 千円

　２　引当金の取崩し　　
　　（１）賞与等引当金の取崩し
　　　　　　令和４年度において、期末勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費
　　　　　の支払のため、賞与引当金１，２６5千円を取崩す予定である。

　　（２）貸倒引当金の取崩し
　　　　　　令和４年度において、不納欠損が発生するものと見込み、貸倒引当金

　　　　　２００千円を取崩す予定である。

利子区　　分
下水道事業

元金
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Ⅳ.　セグメント情報の開示
　１　報告セグメントの内容
　　　　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業を運営して
　　　おり、各事業で運営方針を決定していることから、報告セグメントは二つとして
　　　いる。
　　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は次のとおり。

　　　　　

　２　報告セグメントごとの営業収益等

項目

営業収益 55,599 千円 42,013 千円 97,612 千円

営業費用 326,137 千円 263,962 千円 590,099 千円

営業損益 △ 286,938 千円 △ 223,549 千円 △ 510,487 千円

経常損益 13,657 千円 13,580 千円 27,237 千円

セグメント資産 5,318,344 千円 3,421,334 千円 8,739,678 千円

セグメント負債 △ 4,216,271 千円 △ 2,361,522 千円 △ 6,577,793 千円

他会計補助金 334,148 千円 264,699 千円 598,847 千円

減価償却費 198,222 千円 138,886 千円 337,108 千円

Ⅴ.　減損損失
　　   該当なし。

公共下水道 特定環境公共下水道 合計

公共下水道事業における処理区域で汚水を処理
する業務

特定環境保全公共下水道事業における処理区域
で汚水を処理する業務

事　業　の　内　容

特定環境保全公共下水道事業

公共下水道事業

事 業 区 分

(消費税抜き）
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